
  
 

建設工事請負基準約款第２６条第５項（単品スライド条項） 

運用マニュアルの詳細の運用について 

令和８年９月25日 

 

 

新潟県では、建設工事請負基準約款においてスライド条項（全体スライド条項、

単品スライド条項、インフレスライド条項）を定め運用しています。  

単品スライド条項の運用の一部改正に伴い、「建設工事請負基準約款第２６条

第５項（単品スライド条項）運用マニュアル【令和４年６月 24 日以降適用】」

（以下「運用マニュアル」という）を刷新したところです。 

このたび、下記のとおり運用マニュアルの詳細の運用を定めましたので、請求

する際には留意願います。 

 

                記 

            

１ 購入価格でのスライド額算出を希望する場合【別紙１－１】 

(1) 受注者は、適切な価格で材料を購入した根拠として「実購入先を含まない

２社の見積」※及び「当該地区での取引実績表」を提出すること。 

 ※地場材等で実購入先以外からの見積徴収ができない場合は、不要とする。

（マニュアル６P 見積りの留意事項） 

(2) 発注者は、購入価格及び見積価格について「購入価格妥当性チェックリス

ト」及び「購入価格及び見積価格一覧表」を使用し、価格の妥当性を検証。 

 

２ 当初単価が見積及び特別単価調査で定められている場合【別紙１－２】 

受注者は、実勢価格に「現場納入月」の見積及び特別単価調査価格を適用さ

せたい場合、購入予定価格が判明した時点で速やかにスライド請求を行うこと。 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 



  
 

【運用マニュアルの記載と本運用の関連について】  

１ 購入価格でのスライド額算出を希望する場合 

 １－５ スライド額算定 

  

【詳細の運用】 

(1) 受注者は、適切な価格で材料を購入した根拠として以下の資料を提

出すること。 

ア 実購入先を含まない２社の見積※ 

※地場材等で実購入先以外からの見積徴収ができない場合は、不

要とする。（マニュアル６P 見積りの留意事項） 

イ 【様式】「当該地区での取引実績表」 

(2) 発注者は、購入価格及び見積価格について以下の様式により確認を

実施する。 

ア 【様式 A】「購入価格妥当性チェックリスト」 

イ 【様式 B】「購入価格に係る変動理由書」 

ウ 【様式 C】「購入価格及び見積価格一覧表」 
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別紙１－１ 



  
 

【運用マニュアルの記載と本運用の関連について】  

２ 当初単価が見積及び特別単価調査で定められている場合 

 ２－４ 単価（実勢価格の算定） 

   

【詳細の運用】 

現場搬入月後にスライド請求を受領すると実勢価格を確認できない

ため、変動率による算出が不可となる場合は当初単価とすることを基本

とする。※１ 

受注者は、実勢価格に「現場納入時点」の見積及び特別単価調査価格

を適用させたい場合、購入予定価格が判明次第速やかにスライド請求を

行うこと。※２ 

   ※１ 遡って見積りや調査を実施することはできないため。 

   ※２ 現場納入時期が複数回に分かれる場合は、請求時に監督員と協議

を行うこと。 
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別紙１－２ 


